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児童虐待をテーマとした研修の在り方について
―子どもの虹情報研修センターにおける
児童相談所、児童福祉施設職員対象の研修を通して―

Ⅰ．はじめに―子どもの虹情報研修センターの研修の概要―

児童虐待が大きな社会的問題になり、児童相談所（以下、児相）で扱う児童虐待事例は年ごとに増

加し続けている。平成12年に児童虐待防止法が施行され、児童相談所を中心に、我が国の児童虐待対

応システムの整備が急速に進みつつある。同時に、児童虐待に対応する援助者の専門性の向上が喫緊

の課題とされ、同法の中で、国及び地方公共団体の責務として職員の資質の向上を図るため、研修等

必要な措置を講ずべきことが明記された。これを受け、子どもの虹情報研修センター（以下、センタ

ー）が平成14年４月に開設され、児童相談所職員や児童福祉施設職員等への研修が実施された。

センターの研修は、児童虐待問題を中心に扱い、次の５つの基本方針に基づいて実施してきた。

①現場に対応する実践的研修

②グループ討議などを重視した参加型研修

③研修成果の持続性の確保

④知識・技術の効果的な普及

⑤全国的・分野横断的な人材ネットワークの構築

本年度（平成18年度）で５年目を迎えたが、参加者や現場のニーズに則して、これまで研修対象の

拡大や関連職種との合同研修の実施など、新規研修の実施や従来研修の再編を行ってきている。表２

に平成14年度から平成17年度に実施した研修に平成18年度の研修予定を加えて、企画された研修の流

れを示した。初年度には12の研修からスタートし、平成18年度は22の研修（表２で□でくくった研修）

を実施するに至っている。

本報告は、児童虐待対応研修として、未だ多くの課題を抱えており、今後も更なる改善が必要との

認識のもとに、５年目を迎えたこの時点で、過去の研修を振り返り、現場のニーズに適した内容や方

法を検討したものである。併せて、センターの研修のみならず、様々な機関等で、児童虐待をテーマ

とする研修を企画する際の参考資料として提供することも目的としている。

平成14年度から平成18年度までに実施（企画）した研修タイトルとその研修目的、研修対象、研修

期間および定員について、表１－１から表１－５に示す。研修対象は、児童虐待対応の中心機関であ

る児童相談所職員（新任所長、児童福祉司、児童心理司（心理判定員））、家族との分離が必要とされ

た子どもの主な入所施設である児童養護施設、乳児院および情緒障害児短期治療施設等の児童福祉施

設職員、児童相談所や児童福祉施設の医師、保健所・保健センター等で児童虐待の防止活動の中心的

役割を果たしている保健師等である。さらに単一機関・職種の研修ではなく、連携が必要な機関同士

が集まる「合同研修」を実施、その種類も増えつつある。例えば保健所・保健センター等の保健機関
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と児童相談所等の福祉機関職員の合同による「保健・福祉合同研修」を平成14年度から平成17年度ま

で実施、情緒障害児短期治療施設と医療機関・施設職員の合同による「治療施設専門研修」を平成15

年度より実施、乳児院と児童養護施設職員の合同による児童福祉施設指導者合同研修、児童相談所と

市町村の虐待相談を担当する職員の合同による「地域虐待対応等合同研修」を平成18年度より実施し

ている。また参加対象を限定せずに研修テーマを絞り、集中的に研修を深める「テーマ別研修」を平

成17年度より実施している。

参加者には研修に対する評価を求めている。それぞれのプログラムについて「工夫が必要」から

「大変良かった」までの５段階評定（平成14年度に限っては３段階評定）と今後希望する研修テーマ

を求めるもので、研修直後（表３）と研修終了１年後（表４－１）に実施している。研修終了１年後

にはさらに研修後の活動の整理（研修報告の在り方等）、所属長による研修参加者への評価（表４－

２）等を求めている。センターではこれらの情報が、研修の企画、運営にあたって、貴重な基礎資料

となっている。

児童虐待に携わる機関・職種はこれまでセンターで実施してきた研修の対象機関・職種にとどまる

ものではない。例えば学校教員、養護教諭、知的あるいは身体障害児施設の職員、小児科や精神科以

外の医師なども、児童虐待対応を行う上で極めて重要な機関・職種である。今回の報告では、センタ

ーが研修対象の中心としてきた児童相談所と、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設対象

の研修に絞り、研修への参加状況、参加者の経験年数、参加者のアンケート結果を中心に分析を行っ

た。それぞれの機関、施設の対象となる研修を表５に示す。
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Ⅱ．センター研修の分析

１．参加状況の分析

（１）過去に参加された機関、施設数

平成14年度から平成17年度までの各研修への参加者数を表６に示す。（研修タイトルが変更した場

合、平成17年度の名称を用いる。）年度ごと研修の種類の増加とともに、参加者は増加傾向にある。

特に機関や多職種の合同による研修やテーマを絞った「テーマ別研修」に定員を超える多くの参加者

が集まっている。

表７は、全国の児童相談所、児童養護施設等の機関のうち、平成14年度から平成17年度までに１回

でも参加のあった施設・機関数の累積を示したものである。児童相談所は187カ所設置されているが、

その内183児相（参加率97.9％）が過去4年間で参加している。同様に児童養護施設については、総数

556施設のうち299施設（参加率53.8％）、乳児院については、総数117施設のうち92施設（参加率78．

6％）、情緒障害児短期治療施設については、総数30施設のうち27施設（参加率90.0％）の参加があっ

た。また小児総合医療施設（参加率23.1％）、児童青年精神科医療施設（参加率40.9％）については、

治療施設専門研修とテーマ別研修の開始を機に参加者が増えつつあり、さらに市町村対象の研修の充

実に伴い、市町村職員の参加も増えるなど、参加者の領域が拡大しつつある。

児童相談所の参加率の高さについて、児童相談所職員を対象とした研修の種類が多いこと、及び児

童相談所長の研修が平成17年度より義務化されたことが要因の一つであるが、児童相談所が児童虐待

対応の中心機関であり、高度な専門的知識と技術の習得が喫緊の課題で、研修の必要性を強く認識し

ていることが背景にあろう。一方、児童養護施設の参加率はようやく半数を超えた状況である。全国

の児童養護施設数の多さ（556箇所）と研修数の少なさが要因の一つと考えられるが、被虐待児の入

所が半数以上を占め、援助困難な児童が増えたにもかかわらず、厳しい人員配置状況は続いており、

なかなか施設を空けられない現状があることは明らかである。このため、センター開設当初より、地

域に出向いて研修を実施して欲しいという希望が現場から寄せられていた。これを受け、平成16年度

から「児童福祉施設地域研修」を実施したところ、毎回定員（30名）を大幅に上回る参加状況となっ

ている。こうした出前型の研修を実施することの意義として、地域開催のため先述したような参加に

よる負担が少ないこと、それにより一施設から複数の職員が参加できること、専門相談等他事業も含

めたセンター事業の周知が図れること、センターが地域の状況に触れ、研修に反映できること、地域

とセンターとのつながりが強化されること等が挙げられよう。

（２）地域別及び各機関・施設別の参加状況

地域別での参加状況を児童相談所と児童福祉施設に分けて調べた。そこで児童相談所については都

道府県・政令指定都市別で、児童福祉施設については都道府県別で、対象となる研修への４年間の参

加人数を調べ、それぞれの設置児童相談所数及び施設数で割った数値を地域の参加率とした。（表８

及び表９に示す。）参加率の高い地域（日本地図上では白く表示）と低い地域（黒く表示）を10箇所
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ずつ地図上で示したものが図１及び図２である。センターは横浜市に設置されている。そのため遠方

の参加者は交通費も含め参加しにくい等が考えられる。このため、センターに近い地域ほど参加率が

高く、遠方ほど低くなることが想定されたが、結果は必ずしもそうなっていない。単に交通の利便性

等の問題のみではないといえよう。

また、同一地域の中でも機関・施設別で見ると、参加回数が０回のところから繰り返し参加されて

いるところまで、その差は大きい。そこで機関・施設ごとで、参加対象となっている研修に何回参加

があったかを調べた（表10）。児童相談所は参加が全くないところから17回参加があったところまで

幅がある。児童養護施設は０回から９回、乳児院は０回から９回で、情緒障害児短期治療施設は０回

から11回である。地域に参加回数の多い機関・施設が数カ所あれば、その地域全体の参加率を押し上

げるため、地域差のみならず、機関・施設間の参加状況も同時に分析することが必要といえよう。こ

の視点は児童相談所のような都道府県・政令指定都市直轄の行政機関よりも、設置数が圧倒的に多い

民間児童福祉施設で必要のように思われる。

参加率に差がある背景として、センター研修の周知度、機関・施設ごとの研修予算のもち方、研修

参加体制のとれ無さ、研修そのものに対する関心度等、様々な要因が考えられる。ただ、児童虐待対

応の研修はセンターに限らず様々な機関で実施されている。センター研修に参加せずとも、その他の

研修に積極的に参加されている機関・施設もある。センターへの研修参加状況のみで、研修への関心

度等の目安にすることはできない。これについては、各機関・施設がどのような研修に参加されてい

るかの実態把握が必要で、今後の課題といえよう。

（３）経験年数別の参加状況

センターで行う研修の多くは、指導的立場にある職員を対象としており、できれば10年以上、少なくと

も５年以上の業務経験年数を期待している。研修参加にあたって、所属する機関種別、施設種別での経験

年数（同種別で異なる機関の場合は合計の年数。例えば○○児相５年､△△児相６年であれば経験年数は

通算して11年）を尋ねているが、毎回かなりの幅が認められる。特に指導的立場の職員の参加が期待さ

れる研修として、児童相談所スーパーバイザー研修、児童相談所心理職員指導者研修、児童養護施設職員

指導者研修、乳児院職員指導者研修があるが、これらの研修に、児童相談所長研修（平成17年度より義務

化）、治療施設専門研修、児童福祉施設心理担当職員研修を加え、経験年数別の参加者数、及び平均経験年

数を調べた（表11）。ほとんどの研修で経験０年から経験30年以上の参加者まで非常に幅が広いことが分

かる。児童相談所長研修は、10年以上が37％で、４年以下が51％と半数以上おり、未経験者も33％いる。

児童相談所スーパーバイザー研修については、経験10年以上は27％であり、４年以下が47％、未経験者が

13％である。児童相談所心理職員指導者研修については、10年以上が38％で４年以内が29％おり、平均経

験年数は8.24年で10年に及ばない。児童養護施設職員指導者研修では、10年以上が53％で未経験者は４％

であり、平均経験年数は10年を越えている。乳児院職員指導者研修については、10年以上が60％おり、未

経験者は９％いるものの、平均経験年数は13.4年と高い。治療施設専門研修は経験年数10年以上の参加者

が32％で、未経験者は10％、平均経験年数は7.95年である。児童福祉施設心理担当職員研修においては、
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心理担当職員が導入されてから年数がそれほど経っていないため、４年以内の参加者が多く、研修参加

者全体の84％を占めており、うち未経験者は22％であった。（図３－１～３－７）

参加者の経験年数は、研修プログラムの企画や講師が講義内容を考える際などの重要な目安となる。

研修の水準を一定レベルに保つために、参加資格として経験年数による制限を設けるべきか、同一の

研修を経験年数別に複数実施すべきか、研修プログラムの中で経験年数別の活動を組み込むべきか等、

様々な方法が考えられよう。例えば、センターでは、ほとんどの研修でグループ討議のプログラムを

設けている。グループは10人程度で、できるだけ経験の短い参加者（以下、短経験者）から経験の長

い参加者（以下、長経験者）までを混合した編成としてきた。短経験者は長経験者から学びとれるこ

と、長経験者は短経験者から新鮮な視点を得て、ともすると固定化しがちな考え方に新たな気づきが

もたらされる等を期待しての理由である。しかし長経験者の研修後のアンケートから、「討議が深ま

りにくいので、経験別にグループを編成してほしい」という希望が少なくない。特に児童相談所長及

び児童相談所スーパーバイザー研修で目立った。このため、平成18年度の児童相談所スーパーバイザ

ー研修では経験年数別のグループ編成とし、短経験者のグループには助言者をおいたところである。

児童相談所長研修では短経験者が他の研修に比べ群を抜いて高い。次いで児童相談所スーパーバイ

ザー研修と治療施設専門研修の参加者に短経験者の割合が高い。児童相談所所長および児童相談所ス

ーパーバイザーの経験年数が低い理由に児童相談所長及び児童福祉司全体の児童相談所経験年数の低

さがあり、その背景として採用と転勤の問題があげられよう。採用と転勤の在り方については各自治

体で様々で、専門職採用を行い、転勤が児童福祉分野に限られているところから、一般人事異動の中

に組み込まれているところまである。児童虐待に対応する援助者の専門性の向上のためには、数日の

研修を受けるだけでは不充分で、職場での経験の蓄積が重要となる。児童相談所は子どもの権利を擁

護し、子どもの安全、子どもの命を守る枢要な専門機関であり、高度の専門性が求められて当然であ

ろう。職員が研修と実践を繰り返し、経験を積み重ねて、後進を指導する立場になっていくという専

門性伝達の仕組みを各現場だけでなく自治体をあげて構築していくことが不可欠と思われる。

２．研修後の評価

（１）研修への評価

研修後、研修プログラムに対して「大変良い」から「工夫が必要」までの５段階での評定を求めて

いる（14年度に限っては３段階評定）。各研修のプログラム評価の平均値をそのプログラムの評価値

とし、実施した全ての研修の平均評価値と各研修で評価値の高かった上位３位までのプログラムを表

12－１～12－４に示す。各年度全研修を通しての総合平均評価値は14年度は2.50（３段階評定）、15年

度は3.87、16年度は3.98、17年度は4.04となっており、概して良い評価を得られていると思われる。上

位3位までのプログラムをみると、時宜にあったテーマや、対象となる機関・施設に強く求められて

いる課題としてのテーマがあがっている。

たとえ、研修直後の評価が良好であっても、参加者が現場に戻って役に立ってこそ研修の意味がある。

そこで１年後、改めて参加した研修の評価を求めている。ここでは、平成16年度に実施した研修の全
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てのプログラムについて、研修直後のアンケートで評価の高かった上位３つのプログラムと同研修に

対して１年後アンケートで評価の高かった上位３つのプログラムを表13に示した。研修直後に評価の

高かったプログラムは、１年経過した時点でも同様に評価値が高いことが示されている。つまり各プロ

グラムのテーマが現場のニーズに適っていたことが示されたといえよう。現場の有用性と研修プログ

ラムのテーマ設定や内容が一致していることが研修の企画の際には重要であることが再認識される。

（２）参加者への評価

研修を受けたことによる参加者への評価について、研修参加１年後に、参加者が所属する機関・施

設の長に、以下の項目について評価を求めた（表４－２）。①対応に自信が窺えるようになった、②

新しい知識や情報が得られた、③職場や他の職員に良い影響を与えた、④他の職場や機関との交流・

連携が進んだ、⑤あまり変化は見られない、⑥その他である。ここでは、児童相談所関係の研修の参

加者と児童福祉施設関係の研修参加者に絞って結果を示す（図５）。どちらも約３分の２の所属長が、

「新しい知識や情報が得られた」ことを評価している。さらに半数近くが、「職場や他の職員によい影

響を与えた」と評価している。充分とは言い難いが、「知識・技術の効果的な普及」というセンター

研修の基本方針に適った結果といえよう。

３．参加者のニーズ把握

（１）研修内容

平成14年度から平成16年度の研修後アンケートでは、今後の研修内容としてとりあげて欲しいテー

マを自由記述で求めてきた。平成17年度からは、それまでの自由記述を参考にしながら、必要であろ

う研修テーマを研修ごとに項目としてあげ、複数選択可として回答を求めた（なお「児童相談所長研

修」については、研修内容が政令で指定されていることもあり、聴取していない）。回答のあった項

目の中から上位５項目を表14に示す。それぞれの機関や職種において求められる役割や課題となって

いるテーマがそのまま反映されているように思われる。センター研修ではすでに研修プログラムとし

て取り上げているテーマが多いが、さらに掘り下げた内容を期待してのものと思われる。機関や職種

を越えて共通してあげられているのが「ケースカンファレンス」である。事例検討を重ねていくことが、

ケースの理解や対応に有効であることを認識していることの表れであろう。また内容としては「ケー

スの見立て」や「アセスメント」、そして「保護者の理解と援助」が共通して多くあげられている。児

童虐待対応においてケースの理解やアセスメント、いわゆる「見立て」力の向上や虐待に至った親へ

の対応の充実は、必要であると同時に大きな課題となっていることが反映されているように思われる。

（２）研修形態

研修の方法や期間としては、現行のセンター研修以外に次のような形態が考えられる。①現場実習を

取り入れた長期研修、②前期と後期に分けた研修、③ステップアップ研修、④現行より日数をのばした

ゆとりある研修、⑤短期間で行うテーマを絞った濃縮型研修、⑥関係機関の職員による合同型研修等で

ある。これらを１年後アンケートの中で、選択項目としてあげ、回答を求めた（図４－１，２）。結果は、
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「ステップアップ研修」といったより高度な内容を求める声が多く、次いで「テーマを絞った短期濃縮

型の研修」と「関係機関の合同研修」の２つがあがるが、児童相談所は前者が、児童福祉施設は後者が、

多い。実習型の長期研修や2度に分けた分割型あるいは日数をのばして余裕を持った形の研修は求め

る者が少ない。こうした研修は、研修効果としては有意味であるものの、激務の現場の現状からは参加

しづらいことが理由であろう。「はじめに」でも述べたが、センターでは合同研修を増やしていく方向

にあり、平成17年度からはテーマを絞った「テーマ別研修」を開始している。どちらも毎回定員を大幅に

上回る参加者が集まっているが、現場のニーズに適った形態であることが大きな理由の一つといえよう。

４．参加者の研修後の活動

（１）参加者の研修報告

参加者がどのような形で研修報告をしているか、１年後アンケートの中で次の項目について選択回

答を求めた。①何もしていない、②報告書を回覧したのみ、③定例の会議などを利用して報告、④研

修報告会を設けた、⑤その他である。ここでも児童相談所関係の研修の参加者と児童福祉施設関係の

研修参加者に絞って結果を示す（図６－１，２）。児童相談所は「報告書を回覧したのみ」が最も多

く、児童福祉施設は「定例の会議などを利用して報告」が最も多かった。研修報告のあり方について

も民間児童福祉施設と行政機関の児童相談所とでは差があるようだ。

（２）参加者の研修活動

センター研修の理念は、地域における指導者の養成である。平成16年度研修参加者に対して、研修後、

参加者が地域の研修活動をどの様に行っているかを１年後アンケートにて回答を求めた（図７－１，２）。

「特に行っていない」が最も多いのは残念な結果であるが、注目すべきは、児童相談所関係研修参加者で

は３分の１以上が、児童福祉施設関係研修参加者では４分の１以上が、勉強会や研修会を実施していた

ことである。昨今の児童福祉法改正で、市町村での家庭児童相談体制の充実がうたわれ、児童相談所の市

町村への後方支援が求められている。この中には児童相談所が市町村職員向けの研修の企画と実施も考

えられ、今後児童相談所の参加者が地域で研修活動を行う機会が増えていくものと思われる。こうした

参加者が地域で行う研修活動をいかに支援していくかということも、センターの今後の課題といえよう。

（３）参加者のその後の活動

センターの基本方針として、「全国的・分野横断的な人材ネットワークの構築」を掲げている。セン

ターでの研修の場を通して、参加者の交流の場が全国に拡がることを願っている。そこで、平成16年

度研修参加者に実施した「研修１年後アンケート」において、参加者同士で連絡を取ったことの有無と

その内容について尋ねた（図８）。特に交流をもっていない参加者が多く、特に児童相談所からの参

加者に多かった。これに比較すれば児童福祉施設職員の方が研修後関わりを持たれており、「日頃の苦

労を分かち合う」「施設見学」「業務についての相談」などの交流が始まっていることが窺われる。ある

年の児童養護施設職員指導者研修では研修後有志が集まり、定例の集う会を立ち上げたところもある。

こうしたネットワークの構築がより進むよう、センターとして支援していきたいと考える。
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表３　研修後アンケート
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表４－１　平成16年度児童相談所スーパーバイザー研修（第２グループ）

受講１年後アンケート（受講者用）
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表４－２　平成16年度児童相談所スーパーバイザー研修（第２グループ）

受講１年後アンケート（所属長用）
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表５　研修別の参加対象機関等
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表６　研修参加者数（平成14～17年度）
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表７　センター研修へ参加した機関・施設数（累計）



－22－

表８　都道府県・政令指定都市別参加率（児童相談所）
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表９　都道府県別参加率（児童福祉施設）
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表11 研修別・経験年数別参加者数とその平均経験年数
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図３－１　経験年数の分布とその平均〔児童相談所長研修〕

図３－２　経験年数の分布とその平均〔児童相談所スーパーバイザー研修〕
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図３－３　経験年数の分布とその平均〔児童相談所心理職員研修〕

図３－４　経験年数の分布とその平均〔児童養護施設職員研修〕
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図３－５　経験年数の分布とその平均〔乳児院職員研修〕

図３－６　経験年数の分布とその平均〔治療施設専門研修〕
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図３－７　経験年数の分布とその平均〔児童福祉施設心理担当職員研修〕
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表12－１　研修で評価の高かった上位３位までのプログラムとその評価値（平成14年度研修）
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表12－２　研修で評価の高かった上位３位までのプログラムとその評価値（平成15年度研修）
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表12－３　研修で評価の高かった上位３位までのプログラムとその評価値（平成16年度研修）
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表12－４　研修で評価の高かった上位３位までのプログラムとその評価値（平成17年度研修）
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表13 希望する研修内容の比較（平成16年度研修　研修後アンケートと研修１年後アンケートの比較）
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表14 希望する研修内容（「平成17年度研修　研修後アンケート」より）
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図４－１　希望する研修形態（「児童相談所」関係研修参加者の１年後アンケートより）

図４－２　希望する研修形態（「児童福祉施設」関係研修参加者の１年後アンケートより）
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図５－１　研修に参加した職員の研修後の変化（「児童相談所」関係研修参加者の所属長アンケートから）

図５－２　研修に参加した職員の研修後の変化（「児童福祉施設」関係研修参加者の所属長アンケートから）
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図６－１　研修報告の実態（「児童相談所」関係研修参加者）

図６－２　研修報告の実態（「児童福祉施設」関係研修参加者）
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図７－１　研修活動の実施（平成16年度「児童相談所」関係研修参加者）

図７－２　研修活動の実施（平成16年度「児童福祉施設」関係研修参加者）
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図８－１　研修後の参加者同士の交流（平成16年度「児童相談所」関係研修参加者）

図８－２　研修後の参加者同士の交流（平成16年度「児童福祉施設」関係研修参加者）
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